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福井市
市長　東村　新一殿　　　

福井市社会保障推進協議会

代表委員　天津　亨
　同　　　佐々木　紀明
　同　　　西村　公子
住民のいのちと健康、福祉を守るために
社会保障施策の拡充を求める要請書
社会保障制度の改善をめざし、以下のとおり要請いたします。

【要　請　事　項】
１．子育て支援について
①子どもの医療費助成制度について、医療費は「窓口負担なし」となるよう一部負担金をなくしてください。
②子どもの命と安全、発達を保障するために、保育の環境と基準を改善してください。
③年度末における待機児童の実態について把握するとともに、認可保育所等を整備するなど待機児童を解消してください。
④職員の配置基準、賃金を大幅に引き上げてください。
⑤未満児保育を無償化してください。
⑥学校や保育所等の給食費を無償化してください。
２．高齢者医療の充実について
①75歳以上の高齢者医療費無料制度を実施してください。
②後期高齢者医療制度の保険料滞納者に対する保険証の取り上げ・資格証明書の発行をしないでください。
③保険料と一部負担金の減免制度を周知してください。
３．国保の改善について
（1）「高すぎる保険料」を引き下げ、「払える保険料」にしてください。
①国庫負担の増額を国へ求めて下さい。
②一般会計法定外繰入を認めるよう国へ求めて下さい。
③保険者努力支援制度で、インセンティブ強化の押しつけはやめるよう国へ求めて下さい。
④保険料の算定は、「応能負担」原則にしてください。
⑤未就学児について均等割を半分にしましたが、18才までの子どもの均等割を廃止してください。
（2）資格証明書、短期保険証について
　①国保税滞納者に対しての資格証明書交付を中止してください。国保税滞納の主な原因は国保税が高すぎることにあり、収納対策になるよりも、滞納者を医療から遠ざけ、重症化による医療費の増加を招くことにつながります。滞納者に対して滞納の原因を細かく聞き取り、収納のための援助にとりくんでください。
　②短期保険証の交付は「６カ月証」を基本とし、「３カ月証」、「１カ月証」など有効期間が極端に短い短期保険証を交付しないでください。
　③短期保険証は郵送で交付し、窓口での留め置きはしないでください。
（3）強制的な差押えや滞納処分の禁止および納税緩和措置の周知してください。 
収納対策としておこなわれている差し押さえについて、生活に欠く事のできない衣服、寝具、家具、台所用品など、事業を営む者の事業に欠く事のできない器具、給料・賃金、年金や失業保険などの一定額も差押えは禁止されています。預貯金でも、その性格によって差押えは禁止されます。
差押え禁止財産を厳密に厳守し、生計費の差押え等、違法な差押えは行わないことが大切です。合わせて、滞納者には納税緩和措置、「徴収の猶予」や「換価の猶予」等の存在を周知してください。
(4)所得に応じた新たな減免制度を創設してください。
「払える保険料」、「応能負担原則を満たす保険料」であることは、滞納者を生まず差押えも防止できます。所得階層別に「払える保険料」に見合う上限を設定し、それを超えた部分を減免する新たな減免制度を創設してください。
（5）市町村との連携会議や国保運営協議会において、広く被保険者の意見を聞き、被保険者の代表を参加させるために、広く公募してください。
（6）マイナンバーカードを取得しなくても、安心して必要な医療が受けられるようにしてください。
（7）市町村との連携会議や国保運営協議会において、広く被保険者の意見を聞き、被保険者の代表を参加させるために、広く公募してください。
４．介護保険について
　次の事項を市・町に要請してください。
（１）介護保険料・利用料について
①収入によって介護負担割合が負担基準値ぎりぎりで利用料2割となった方は介護利用を控えてしまっています。その分家族の介護負担が増え、仕事を辞めざるを得ない状況です。市独自の減免制度を作ってください。
②介護保険料を一般会計からの繰り入れや基金の取り崩しによって引き下げてください。保険料段階は低所得段階の倍率を低く抑え、応能負担を強めてください。
③介護保険料および利用料の低所得者への減免制度を実施・拡充してください。
④補足給付の見直しで介護保険施設の居住費・食費補助が対象外となった方であっても、支払い能力がない方に対しては措置制度を活用して救済してください。
（２）基盤整備について
①必要なサービスを受けられるよう、制度を抜本的に見直し、特別養護老人ホーム等、福祉サービスを大幅に増やし、待機者を早急に解消してください。
②介護従事者の処遇を大幅に改善し、介護・福祉労働者の養成と確保についての自治体として早急な対応を希望します。必要な財源を確保するために社会保障の削減の中止を求めてください。
（３）総合事業について
①総合事業に移行してもすべての利用者が訪問、通所とも今までと同じように現行相当のサービスが利用できるようにしてください。
②総合事業が始まったことで事業者が低い単価での援助によって継続した運営ができなくなっています。報酬の増加をしてください。
（４）介護保険利用の際の手続き
①介護保険利用の相談があった場合、これまでと同様に要介護認定申請の案内を行い、「基本チェックリスト」による振り分けを行わず、要介護認定申請を受け付けた上で、地域包括支援センターへつなぐようにしてください。先に「基本チェックリスト」ありきではなく個々の状況に応じた対応をしてください。
②ケアマネジメントについては、現行の予防給付と同様に居宅介護支援事業所への委託を可能とし、現行額以上の委託料を保障してください。
（５）高齢者福祉施策の充実にむけ
　①宅老所・街角サロンなど高齢者のたまり場事業への助成を実施・拡充してください。
　
②夜間の介護支援や夜間対応移送サービス等、夜間の社会資源の実施・拡充をして
ください。

５．生活保護について
①憲法25条および生活保護法に基づいて、生活保護申請を認めない或いは妨害することのないようにしてください。また、保護が必要な人には早急に支給してください。
②申請者が希望する場合は扶養照会をしないでください。
③マイナンバーカードの申請を受給者に強制しないでください。また、マイナンバーカードを持たない受給者も必要な医療が受けられるようにしてください。
④生活保護世帯の子どもが高校卒業後に進学をしても世帯分離をせず、学ぶ権利を保障することで貧困が連鎖をしないようにしてください。
⑤「健康で文化的な最低限度の生活」を実現するためには、エアコンやテレビ、冷蔵庫、洗濯機などの大型家電製品が必要不可欠です。これらの大型家電製品が故障した時に、家具・什器費、住宅維持費を活用して買い替えを援助してください。
６．健診事業について
①特定健診、がん検診、歯周疾患検診については、自己負担金を無料としてください。また、実施期間は通年とし、個別医療機関委託・集団健診をともに実施してください。
②歯周疾患検診については、年1回無料で受けられるようにしてください。少なくとも40・50・60・70歳の検診は必ず実施してください。

７．ヨウ素剤の配布について

　　原発事故への不安が広がっています。ヨウ素剤を職場、学校、保育園、公民館などに重複配置をすすめ、医師会などと連携を強め、適切な対応ができるようにしてください。
　８．公営住宅の連帯保証人について
　　公営住宅への入居に連帯保証人を必要とすることは、困窮者や高齢者にとって入居の条件を厳しくします。公営住宅を住まいのセーフティーネットと位置付け、連帯保証人なしでも入居することができるようにしてください。
【国への意見書提出について】
　国に対して、以下の趣旨の意見書・要望書を提出してください。
国に対する意見書・要望書
（１）後期高齢者医療制度は廃止してください。国民健康保険への国庫負担を増額してください。
（２）介護保険への国庫負担を増やして、負担の軽減と給付の改善をすすめてください。要支援１・２の一部サービスの総合事業は介護保険での給付にもどしてください。介護保険利用者への負担増の計画を中止してください。介護労働者の処遇を改善し、働き続けられるようにしてください。
（３）１８歳までの医療費無料制度を創設してください。妊産婦健診の補助金を拡充してください。
（４）生活保護について、生活保護基準を物価の高騰に見合った内容で早急に引き上げてください。
以上

